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【防災安全課】 

 

◎一般管理費                                        決算額 ３４，２３４千円 

防犯施設の整備として、防犯灯２６基の新設・改修を行い、防犯カメラ２基を地区要望等に基づき通学路に設置した。 

また、安全安心まちづくり町民会議への委託事業として青色回転灯を装着したパトロール車３台で町内の巡視活動を行った。 

 

◎交通安全対策費                                      決算額 １５，６７８千円 

交通安全運動、交通安全指導員・交通安全協会による街頭指導等を行い、住民の交通安全意識の高揚を図った。 

施設・設備関係では、ガードレール３ヶ所、ガードパイプ１ヶ所、カーブミラー２６基、ラバーポール１ヶ所、白線の塗装等

１１ヶ所の整備を行った。 

 

◎消防費                                         決算額 ６８４，８５８千円 

出初め式、火災予防週間の巡回・パレード、防火訓練および年末警戒等を通じて、火災予防の意識向上や団員の資質向上に努

めた。 

消防施設として、老朽化等により消火栓１９基の改修および防火水槽１基の漏水補修工事を行った。 

防災面では、防災行政無線の保守点検、戸別受信機移設業務等を行ったほか、防災マップおよび防災行政無線親局の更新を行

った。また大規模災害への備えとして避難所用備品（パーテーション４００張、簡易ベッド４００台）を購入したほか、災害時

のトイレ不足による健康被害を防止するため、トイレカー３台、トイレトレーラーおよび牽引車を配備した。 

 

○常備消防費     防災航空隊負担金、消防事務組合負担金                

４０４，６０６千円 

 

○非常備消防費    消防団員報酬（団員条例定数５５２人・団員数４７６人）、消防車購入等  

５７，２７１千円 
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○消防施設費     消防施設の維持管理費、消火栓および防火水槽の改修工事等              

 １７，９４９千円 

 

○防災費       防災行政無線設備整備維持管理費、防災マップ・防災行政無線親局更新、避難所用備品購入、 

トイレカー・トイレトレーラー・牽引車購入等  

２０５，０３２千円 
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基本目標２　

令 和 7 年 度

主 要 施 策 の 成 果 報 告 書

『 楽しい子育て・あふれる人財のまち 』
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【子育て福祉課 子育て支援担当】 

 

◎子どものための教育・保育事業                            決算額 １，２３３，４０８千円 

  子ども・子育て支援の充実を図るため、新制度に移行した私立保育園・幼稚園・認定こども園へ共通の給付（施設型給付費）

や待機児童の解消等に対応する小規模保育事業への給付（地域型保育給付費）の経費を負担した。（広域委託町外保育園含む。） 

 

 

◎子育てのための施設等利用給付事業                            決算額   ６，３６９千円 

  子ども・子育て支援の充実を図るため、幼児教育・保育の無償化に伴い、新制度へ移行していない幼稚園等への保育料や幼稚

園等の預かり保育事業等の経費を負担した。 

 

 

◎子ども・子育て支援事業                                 決算額   ８０,５８９千円 

  子ども・子育て支援交付金を活用し、子育て支援を目的とした NPO 法人等に事業委託を行い、町内保育所、認定こども園、幼

稚園等においては、子ども・子育て支援事業を充実させるため補助を行った。 

利用者支援事業、延長保育事業、病児・病後児保育事業、地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業、ファミリー・サポート・

センター事業 

 

 

◎保育所受入体制充実事業                                  決算額  １７，２８６千円 

  配置基準に規定する保育士のほかに障害児保育に必要な保育士の配置や、年度途中での乳児受入対応のため乳児担当保育士を

配置することで受入体制の充実を図っている町内幼稚園・保育所等に対し補助を行い、保育受入体制の充実を図った。 

障害児保育対策事業、保育所乳児中途受入促進事業 

 

◎保育士等人材確保促進事業                                 決算額  １１，６８８千円 

  町内幼稚園・保育所等に就労している保育士等へ養育支援金及び新たに町内幼稚園・保育所等で就労する保育士等への新規就

労支援金などの補助を行い、保育士等の人材確保を促進することで、待機児童の発生を抑制した。対象者数 ９２人 
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◎保育対策総合支援事業費補助金事業                            決算額  １３，４７７千円 

  保育所等において保育士の業務負担を軽減し保育士の離職防止を図るため、周辺業務を行う保育支援者の配置に必要な費用の

補助を行った。 

保育補助者雇上強化事業費補助金、保育体制強化事業費補助金、ノンコンタクトタイムスペース設置促進事業費補助金 

医療的ケア児保育支援事業費補助金 

 

 

◎出生祝金事業                                      決算額  １１，３９０千円 

  支給人数 １４９人 第１子 ４８人 第２子 ４７人 第３子 ３８人 第４子 １４人 第５子以降 ２人 

 

 

◎放課後児童健全育成事業                                 決算額  ７８，０５８千円 

  昼間保護者等のいない家庭の小学校児童の健全育成及び指導に資するため、遊びを主とした健全育成活動を行った。また、小

学生全学年の受入れ、土曜日及び長期休業期間の開設を行った。利用人数 ４９３4人 

 

 

◎児童手当事業                                      決算額 ６２６，０１５千円 

  延児童数 ４５，００１人 

 

 

◎子どもの医療費助成事業（０歳児から１８歳まで）                     決算額 １１６，５３８千円 

対象者数 ４，３５３人、年間延件数 ６１，２９８件  

 

 

◎児童館事業                                       決算額  １４，９００千円 

  児童館でのイベント運営や子育て支援事業の情報発信を行った。 
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◎多世代交流センター事業                                  決算額 ２７，３７３千円 

  町民交流の場としての施設管理や、「子ども第３の居場所」として生活や学習等の環境に困難を抱える子どもが安心して過ご

せる居場所を設けることで、子どもたちの自己肯定感、人や社会と関わる力、生活習慣、学習習慣など将来の自立に向けて生

き抜く力を育み、「社会的孤立」に陥らないよう事業者に委託し支援を行った。 
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【学校教育課】 

教育基本法では、教育の目的は「人格の完成を目指し、平和で民主的な国家及び社会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な

国民の育成を期して」行うものとされている。 

また、少子高齢化や環境問題、グローバル化の進展など、社会は大きな変革期を迎えており、教育行政の面においても、教育制度の改正な

ど、教育を取り巻く環境も大きく変化している。 

こうした中、みやき町教育委員会は、教育基本法の精神にのっとり、町民の理解と協力のもとに、一人一人が豊かな人間性を培い、生涯に

わたって自ら学ぶ意欲を養うなど生きる力を育むとともに、国際的視野に立ち、進展する社会に創意をもって対応し、文化の創造や産業の振

興など社会や地域の発展に貢献できるよう、心身ともにたくましい、明日を生き抜く子どもを育成することをめざし、安心し、信頼して子ど

もを託すことができる学校づくりのため、次の事業を実施した。 

 

○学校給食費補助事業                                        決算額 １００，８９１千円 

   学校給食を受ける児童又は生徒の保護者が負担する学校給食費を補助することによって、子育て世代が抱えている経済的負担を軽減し、

安心して子育てができる環境の整備を図り、もって少子化対策、子育て対策を推進することを目的とし、児童生徒の学校給食費の全額の補

助を行った。 

 

〇外国語指導助手配置事業                                      決算額 ２９，９３８千円 

  新学習指導要領により小学校５，６年の英語教科化、３，４年の外国語活動の必須により中学校に各１名、小学校は校区に１名の計６名

ALTを配置し英語教育の充実を図った。 

 

〇学校生活支援員配置事業                                      決算額 ６２，５６３千円 

  小中学校の特別支援学級において、基本的生活習慣確立のための日常生活上の介助、発達障害の児童生徒に対する学習支援、学習活動及

び教室移動間における介助、対象児童生徒の健康・安全確保、運動会等の学校行事における介助、周囲の児童生徒への障害理解の促進など、

小学校４校に２５名、中学校２校に５名配置して特別支援教育における支援を行った。 

    

 ○学校 ICT機器整備事業                                       決算額 ８９，８９１千円 

   みやき町第 2 期 GIGA スクール構想計画に則り、一人一台の学習者用端末を整備するとともに、学校 ICT 機器を活用し、更なる ICT を

活用したデジタル学習を推進することを目的として、各小中学校の ICT機器を更新整備した。 

   ・ICT機器借上げ 

    [R6.9.1～R11.8.31]                                      ２３，８２６千円 

    校務端末 276台、指導者用端末 71台、電子黒板用端末 82台、電子黒板 54台 

    [R7.9.1～R12.8.31]（電子黒板 62台）                                ３，０４２千円 

   ・学習用タブレット借上げ(2,357 台)(R8.3.1～R13.2.28)                         ８８０千円 
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      ・学習用タブレットキッティング委託（2,357台）                                               ５４，４４７千円 

・学校カラー複合機借上げ（R7.3.1～R12.2.28）[7校 16台]                     ７，６９６千円 

 

○GIGAスクール運営支援センター設置事業                                    決算額 ９，４２９千円 

 学校における端末を用いた教育活動運用支援体制の強化を目的とした GIGA スクール運営支援センターを設置し、ヘルプデスクによる支援

及び ICT利活用研修を実施した。 

 

○義務教育施設改修工事                                               決算額１７４，７２９千円 

   各学校の施設・設備の改修を必要に応じ効率的に実施し、教育施設機能の維持と教育環境の改善を図った。 

（主な工事） 

中原小学校 

職員室拡張工事       ４，８３６千円 

空調設備設置工事（少人数教室・生活科室・職員室）     １６，０６８千円 

 北茂安小学校 

空調設備設置工事（被服室・工作室）       １１，１５４千円 

三根東小学校  

給食用小荷物専用昇降機改修工事     ３，０５８千円 

空調工事（多目的室・放送室）       １４，９２７千円 

三根西小学校  

空調設備設置工事（総合学習室・図工室）      １４，３４４千円 

中原中学校  

下水道接続工事         ２６，２２９千円 

空調機設備設置工事（技術室・調理室）      ３３，８３４千円 

北茂安中学校  

空調設備設置工事（技術科室）       １３，０８７千円 

三根中学校 

空調設備設置工事(多目的室・特別支援教室）     １１，７９７千円 
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基本目標３　

　

令 和 7 年 度

主 要 施 策 の 成 果 報 告 書

『 健幸長寿のまち 』
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【情報未来課 ふるさと・スポまち推進担当】 

 

◎女子サッカー推進費                                    決算額 ３３，２１２千円 

スポーツを通じた健幸長寿のまちづくりを目指し、町民のスポーツへの理解、積極性の醸成、スポーツ全般の推進や啓発を図

る事業、また「みやきなでしこクラブ」だけではなく、町内のスポーツチームの活動を支援・応援することにより町全体で健幸

長寿のまちづくりの推進を図る事業を行った。 

 

◆地域活性化起業人事業           ６，２６９，０３８円 

韓国・大徳大学女子サッカー部合宿誘致で、町内飲食・体験を通じた経済効果の創出と、町内保育園との交流による国際理解

を推進。また、eスポーツイベント「ぷよぷよ」大会を開催し、若年層をはじめとした新たな交流の場を創出。 

◆地域おこし協力隊事業           ３，５２２，３５５円 

「みやきなでしこクラブ」監督として指導にあたるとともに、スポンサー獲得を支援し、クラブ運営の安定化を牽引。 

◆スポーツを通じたまちづくり事業     １８，７７９，９８３円 

多世代向けスポーツ普及（年間 34回実施） 

高齢者支援：施設巡回による「健康体操」で介護予防を推進。 

幼児教育 ：保育園・幼稚園での巡回指導で、運動の楽しさを醸成。 

地域活性化：「インクルーシブサッカー」や「親子ふれあいサッカー」を開催し、多様な住民が交流できる場を提供。 
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◎物価高騰対応重点支援臨時給付金事業（R6住民税非課税世帯）【Ｒ6からの繰越】 決算額 　８０，２７１千円

（給付世帯　２，２１６世帯、子ども　２９２人）

◎民生委員児童委員協議会事業

・民生委員児童委員協議会に補助金を支給した。

（令和７年度末現在　　中原校区　18/20人、北茂安校区　20/27人、三根校区　18/20人）

◎社会福祉団体補助等事業

【子育て福祉課　地域・障害福祉担当】

・エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者の支援を目的とし、令和6年度の住民税非
課税世帯へ30,000円、該当世帯の子ども一人当たり20,000円を給付した。

　◆福祉業務においては、障害のある人など要援護者に対する福祉の充実を図り、生活の安定による地域福祉社会の構築に
　取り組んでいる。
　　少子・高齢化・核家族化の進展に加え、近年の社会経済情勢の変化に伴う困窮者の救済や、ＤＶ及び虐待事例も含めた
  障害者（児）支援・生活保護の相談など、社会環境に合った福祉施策の対応が必要になってきている。
 　　障害者・児福祉については、令和５年度に作成した、第７期障害福祉計画に基づき福祉施策を行った。
　　住民の多様化するニーズにきめ細かく対応できるよう、障害福祉サービスの質の向上に努め、町民が安心して生活
  できる地域社会を築いていくために主なものとして、次の福祉サービスを実施した。
　　また、物価高騰に直面した低所得層の世帯が、速やかに生活・暮らしの支援を受けられるよう、住民税非課税世帯等に
　対し臨時的な措置として給付を行った。

決算額　１０，１３８千円

決算額　４８，９４９千円

・社会福祉団体を支援することにより、地域福祉の向上を図るため「社会福祉協議会」、「遺
族会」及び「ボランティア連絡協議会」へ活動補助金を支給した。
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◎障害福祉サービス給付事業 決算額 ８４４，８５０千円

（決定者数　３２４人、延利用者数　５，８７１人）

◎自立支援給付（補装具）

◎障害者医療

○更生医療

　人工関節置換手術、心臓手術、人工透析療法等　（レセプト件数　１，７７１件）

○育成医療

　心臓手術、脊髄腫瘍摘出術、口唇顎列手術　（レセプト件数　６件）

○療養介護医療

（レセプト件数　１０８件）

決算額　　６，４８７千円

・身体障害者（児）の方の障害を補い、より日常生活や社会生活を容易にするため補装具の購入や修理に
かかった費用に対する給付を行った。　（支給件数　４５件）

決算額　３２，３１６千円

・障害者総合支援法に基づき、障害程度や居住状況に応じて介護、援護、訓練、生活援助等のサービスを
給付した。

・障害者の更生（障がいを除去、軽減することで社会生活や日常生活を容易にするため)に必要な医療及
び調剤にかかった費用に対する給付を行った。

・障がい児の更生（障がいを除去、軽減することで社会生活や日常生活を容易にするため)に必要な医療
及び調剤にかかった費用に対し給付を行った。

・医療と介護の両方が必要な重度障害者が利用する病院への入所に係る医療費を給付した。
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◎地域生活支援事業

○障害者相談支援事業

（相談延べ件数　４，６３９件、実人数３４１人）

○障害者虐待防止センター事業

○手話奉仕員養成講座実施事業

○重度障害者地域生活重点支援事業

○重度障害者等日常生活用具給付事業

移動移乗支援用具、移動用リフト、ストマ等　（利用実人数　７５人、延件数　２２９件）

○移動支援事業

（利用実員数　１１人、延件数　１６７件）

・障害者や障害児の保護者からの様々な相談に応じ、必要な情報提供や助言を行う等の障害者相談支
援事業を、キャッチ、こころね、若楠の３事業所に委託して実施した。

・重度の障害者が重度障害者グループホームを安心してサービスを利用し、また、家族の休息も確保
を行うため、その運営法人に対し運営補助を行った。（利用者　１人）

・屋外での移動が困難な重度の肢体障害者、視覚障害者、知的障害者等に対し、外出のための支援を
行うことにより、障害者（児）の社会参加を促進した。

・聴覚障害者の社会参加促進のため、手話で日常会話を行うのに必要な手話語彙及び手話表現技術を
習得した者を奉仕員として養成するため講座を開設した。

・重度の障害者（児）の日常生活をより便利にするために日常生活用具の給付を行った。

・障害者虐待の防止、早期発見及び適切な支援を行うため、障害者虐待防止法に規定される障害者虐
待防止センターをＮＰＯ鳥栖三養基地区総合相談支援センター　キャッチに委託して実施した。

決算額　２４，４５４千円
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○日中一時支援事業

（利用実員数　１１人、延件数　９７件）

○自動車改造費助成事業

○訪問入浴サービス事業

◎重度心身障害者医療費助成事業

・対象者数　５７０人、申請件数　１３，１９６件

◎重度障害者等在宅福祉支援事業

◎特別支援学校放課後児童健全育成事業

　　

決算額　２０，４８４千円

・中原特別支援学校に通学する昼間に保護者のいない家庭の児童に対し、授業の終了後及び長期休暇等に
生活指導を行うことを目的とし、放課後児童クラブを実施した。
　（１日定員　１２人、登録３１人）

・障がい者等を施設等で一時的に預かることにより、日中における活動の場を提供し、見守り、社会
的に適応するための日常的な訓練等を行った。

・障がい者の社会参加を促進するため、身体障がい者が就労等に伴い自らが所有し運転する自動車の
改造に要する費用の一部を助成した。（件数　１件）

決算額　　　　５１０千円

決算額　５６，６２９千円

他の障害福祉サービスによる入浴が困難な重度障害者等に対し、訪問による入浴サービスにかかる費
用の一部を助成した。（利用実員数　２人）

・重度の障害者に対して社会復帰・参加の推進を目的としタクシー初乗り運賃補助を行った。
（件数　６１１件）
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◎障害児通所等給付事業 決算額 ５０９，４４１千円

・決定者数　２９２人、　延利用者数　４，０１０人

・児童福祉法に基づき、障害のある児童に生活能力の向上のために必要な訓練等の支援サービスを行っ
た。
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【健康増進課 健康づくり担当】 

 

 

◎がん検診･結核健診事業                                   決算額 ２７，３４８千円 

町民の健康の保持増進を図るため、異常の早期発見、早期治療を目的に、各種がん検診・結核健診を実施した。 

また、新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業として乳がん検診、子宮がん検診を節目の年齢の対象者に無料クーポ

ン券を送付し実施した。 

【各種がん検診受診者】 ７，６６３人   ・胃がん検診受診者    ４８１人 ・胃内視鏡検査      ２６人 

・肺がん検診受診者  １，８３０人 ・結核健診受診者  １，３０２人  

・前立腺がん検診受診者  ６７９人 ・乳がん検診受診者   ６８６人 

・子宮がん検診受診者 １，１１６人 ・大腸がん検診受診者１，５４３人 

【新たなステージに入ったがん検診】（再掲）・乳がん検診受診者     ２５人 ・子宮がん検診受診者   １１人 

 

 

◎予防接種事業                                      決算額 １０３，０６２千円 

伝染の恐れがある疾病の発生及びまん延を予防するために、各種予防接種を実施した。 

・定期各種予防接種接種者       ４，２０３人   ・高齢者インフルエンザ接種者（定期） ４，４２５人 

・高齢者肺炎球菌接種者（定期）       ９３人   ・新型コロナワクチン接種者（定期）    ３６７人 

・子どもインフルエンザ接種者（任意） １，４８０人   ・帯状疱疹（生・組換え）         ９８２人 

 

 

◎産前産後サポートステーション事業                             決算額 １８，７６７千円 

  ＮＰＯ法人きゃんどるハートに業務委託し、妊娠期から育児期までの切れ目のない支援を実施した。 

  ・２４時間相談受付者  ３６人     ・産後デイサービス実施者 ２９３人 
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◎母子保健事業・次世代育成支援事業                             決算額 ２７，１３２千円 

母と子がともに健やかに過ごせるように、妊娠期から育児期までの母子保健事業を実施した。 

 ・母子健康手帳の交付者   １８７人   ・妊婦健康診査受診者      ２，０６８人 

・乳幼児健康診査受診者   ９１７人   ・育児相談・家庭訪問等実施者  １，４１１人 

  ・産婦健康診査受診者    ３０７人   ・新生児聴覚検査費用助成者     １３１人 

  ・母子保健推進員       ３０人 

 

 

◎妊婦のための支援給付金事業                                決算額 １８，６６０千円 

  子ども・子育て支援法に基づき、妊婦の産前産後期間における身体的・精神的・経済的負担を軽減し、妊婦や胎児である子ど

もの保健及び福祉の向上に寄与することを目的として、相談支援や保健指導と併せて妊娠届出時に保健師との面談後５万円を支

給し、出産後・流産後に再度保健師との面談を行い、子ども１人につき５万円の支給を実施した。 

   ・妊娠届出時交付者     ２０１人   ・出産・流産後交付者   １５９人 

 

 

◎特定健康診査等事業                                    決算額 ２１，５００千円 

生活習慣病等の予防や異常の早期発見、早期治療のために特定健康診査、後期高齢者健康診査、若年者健康診査、３９歳以下

健康診査、二次健康診査を実施した。また、特定健康診査後の結果説明会、健康相談及びメタボリックシンドローム該当者・予

備群を対象に生活習慣の改善に向けての特定保健指導を実施した。 

・特定健康診査受診者    １，４３１人  ・若年者健康診査受診者    ５２人 

・後期高齢者健康診査受診者 １，１２９人  ・結果説明会参加者   １，１８８人  

・二次健康診査受診者      ２０１人  ・特定保健指導終了者    １０７人 
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【地域包括支援センター】

◎あんま等の施術料の助成事業（１人につき、年２４枚発行）

利用者２５９人、使用枚数１，７６３枚

◎高齢者買物支援実証事業

買い物弱者を支援し、その効果や課題等について検証を行うため移動販売を行った。

◎友愛ヘルプ事業

老人クラブの会員により、ひとり暮らしの高齢者や虚弱高齢者世帯を定期的に訪問することで、孤独感を解消し、安否確認を

行った。

◎介護予防ふれあいサロン事業

高齢者の介護予防をより効果的に推進するため、レクリエーションリーダーを養成し、各地区でのサロン活動を支援した。

４８カ所　のべ人数１２，４７１人

◎循環型介護予防システム構築推進事業

多様なサービスの充実と要支援者をそれらのサービスにつなぐ手法の確立、元気高齢者の社会参加促進、介護予防サポーター

の養成、住民主体の「通いの場」の支援等、住民の自助・互助の意識の醸成、介護予防を推進した。

◎いきいき百歳体操支援事業

高齢者が要介護状態に陥らず、健康でいきいきとした生活を送れるよう、重りを使った体操を主体的に取り組むための支援を

行った。　　３６地区

決算額　　８，５７０千円

 地域包括支援センターでは、介護予防支援事業及び包括的支援事業（地域支援事業）等を行っている。高齢化率：33.75％
（R8.3.31現在）に伴い、高齢者のひとり暮らし世帯、高齢者のみの世帯も増加しており、地域全体での高齢者に対する支援
が望まれている。
 令和７年度においては、循環型介護予防エコシステム構築事業の継続実施、いきいき百歳体操の実施地区の支援を行い、住
民の自助・互助の意識の醸成、介護予防の推進を行った。 また地域支援事業以外にも、高齢者買物支援実証事業やシルバー
カー購入助成事業及び敬老事業等を行った。

決算額　　１，１００千円

決算額　　１，７６３千円

決算額　　２，０８３千円

決算額　　　　６１２千円

決算額　　７，９８０千円
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◎緊急通報体制整備事業

整備台数７４台、受信回数１，１３９回

◎敬老事業地区補助事業

５６地区：中原校区１２地区、北茂安校区１９地区、三根校区２５地区

◎敬老祝金支給事業

支給者数１，２３６人

満７０歳３５９人、満７７歳４９４人、満８８歳１７３人、満９０歳１６０人、満９９歳１５人、満１００歳１３人

◎敬老事業記念品支給事業

金婚者数５０組

◎生活支援体制整備事業

高齢者が住み慣れた地域で、生涯にわたって自分らしく安心して生活できるように、支え合いの地域づくりの活動を進める

体制整備を構築するため、生活支援コーディネーターを配置し、協議を行った。

◎食の自立支援事業（配食サービス）

のべ人数１，２２１人　（３０，０１８食）：中原校区４８２人、北茂安校区４９０人、三根校区２４９人　

◎寝たきり老人等紙おむつ支給事業

利用者１２人

◎高齢者介護予防活動推進事業

老人クラブに委託し、健康づくり事業、生きがいづくり事業を行った。

◎シルバーカー購入助成事業

対象者数２７人

◎老人クラブ活動等推進事業

単位老人クラブ活動補助金１，１０１千円、老人クラブ連合会活動費補助金２３８千円

決算額　１３，３８７千円

決算額　　　　７０９千円

決算額　　１，３３９千円

決算額　　　　１８８千円

決算額　１７，１３９千円

決算額　　６，９７２千円

決算額　　５,９９９千円

決算額　　３，６２５千円

決算額　２４，９３３千円

決算額　　　　　８６千円
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◎家族介護者交流事業

介護者を対象に交流会や研修会を開催し、介護者相互の親睦を深め、介護知識の向上を図った。

参加人数２０人

◎老人保護措置費

（単位：円）

入所者負担金(歳入) （単位：円）

3人

0人

池月苑

0過年度分 0人

21,824,641負担金総計

0

合 計 21,608,641 216,000

2,504,051

39人

495,600 0

0

双葉老人ホーム

685,368双葉老人ホーム

158,765

0 0

△ 198,120

20,841,795

166,361

29,107,218

1,081,200

寿 楽 園

佐賀向陽園

653,088

寿 楽 園 1,166,100

222,135 5,023,298 1,694,166 256,260

1,847,478 293,0460

施設

扶養義務者負担金

2,825,892

2,754,808

132,929,576

事務費 生活費 その他加算

68,231,270南 花 園

0

決算額　　　　　４４千円

措置費計

115,691,070

7,195,859

4,461,947

介護ｻｰﾋﾞｽ利用者負担

25,012,401 20,324,248

3,074,626 1,062,195

2,123,151

2人

池月苑

合 計

施設
入所者計

3/31現在

南 花 園

0 2,299,840

80,476,512

569人

入所者計

R7月延べ人数

489人

32人

18,865,741

佐賀向陽園

現年度負担金計

24人

12人

3人

1人

1人

46人

0人

0人

扶養義務者計

3人

0人

0人

0人

21,824,641

216,000

12人

入所者負担金

21



◎介護予防支援計画書作成業務 （単位：円）

件

件

件

件

20,000

計 4,335 19,652,500 0

住宅改修支援事業 10

19,632,500

委　託　分 0 0

直　営　分 4,325

区分 件数 報酬受入額 委託料支払額
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【メディカルコミュニティ推進課】 

 

予防費 － 高齢者保健事業費                                 決算額 １３，４０７千円 

 

【主要事業：高齢者の保健事業・介護予防の一体的実施事業】 

〔目的〕 

人生１００年時代を見据え、高齢者の健康増進を図り、できる限り健やかに過ごせる社会としていくため、高齢者一人ひとり 

に対して、きめ細やかな保健事業と介護予防を実施した。 

〔事業内容〕 

国民健康保険事業と地域支援事業等と連携して下記の高齢者保健事業を行った。 

（佐賀県後期高齢者医療広域連合受託事業） 

① 被保険者に対する個別的支援 

ＫＤＢシステムを活用し、重症化予防が必要な該当者を特定し、積極的に訪問指導を行った。 

② 通いの場等への積極的な関与 

通いの場へ赴き、フレイル予防などの健康教育・健康相談を行った。 

〔令和７年度実績〕 

ハイリスクアプローチ（訪問実績） … 実人員 ４５０人  

  ポピュレーションアプローチ（実施実績） … 実施地区 １９地区 延べ参加者数 ３４１人 

 

保健衛生施設費 － メディカルコミュニティセンター管理費                   決算額 ４９，０２３千円 

 

メディカルコミュニティセンターの施設維持管理を行う。 

開館時間 ： ８時３０分～２２時００分（施設利用時間 ９時００分～２２時００分） 

休館日 ： １２月３１日～１月３日 

〔令和７年度実績〕 
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  施設改修工事実績 

駐車場増設工事 … 工期 令和７年９月２４日～１２月１９日、契約金額３，９４７，９００円 

  落雷被害復旧工事実績 

   昇降機（エレベーター）修繕工事 … 工期 令和７年８月５日～令和８年３月３１日、契約金額１，７６７，３７０円 

LP ガスのバルク貯槽部品修理交換工事 … 工期 令和７年８月５日～１１月３０日、契約金額１，０５０，５００円 

    

予防費 － メディカルコミュニティセンター事業費                       決算額 ２０，９５５千円 

 

【主要事業：医療費適正化事業】 

〔目的〕 

町長はじめ特別職・管理職・メディカルコミュニティセンター館長で構成する「プロジェクトチーム」及び担当職員で構成す

る「ワーキンググループ」を設置し、本町の医療費の現状把握、医療費増加の原因究明、施策の企画・立案、方針を設定した

上での医療費適正化に有効な事業の実施を推進した。 

 

〔事業内容〕 医療費適正化プロジェクトに伴うシステム開発業務委託 

〔令和７年度実績〕 

  システム開発委託 …契約金額６，８２０，０００円 

 

〔事業内容〕 福岡大学との教育連携事業「こころと学びのプロジェクト」 

〔令和７年度実績〕 

  事業費 …８４２，１００円（講師謝金、バス借上料、撮影・音響支援業務委託料） 

若年世代から医療に関する興味を持たせ、今後の進路に活かしていただくソフト事業として、包括連携協定を締結してい 

る福岡大学の協力で「教育連携事業」 を開催した。こすもす館をメイン会場とし、町内の中学２年生１８１人が受講、Ｗ

ＥＢでの視聴も可能であり、１５３人が視聴した。思春期を迎えた子どもたちが抱える心の悩みや学業でのストレス、受験

に向けた取り組み、学業と部活動の両立などの内容で、福岡大学病院の精神科専門医と学習塾英進館の講師による講演を実
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施。 

    

【主要事業：広報・イベント運営事業】 

〔目的〕 

センターの設立趣旨の一つである広域的な交流の促進及びにぎわいを創出するため、かつ合併２０周年事業として、イベント

を実施し利用者の増加・再訪の促進を図った。 

〔事業内容〕 

６月 ４周年祭、１０月 さがすたいる推進支援事業、１２月 クリスマスイベント、その他 ４件のイベント 

〔令和７年度実績〕 

４周年祭（６月２８日～２９日） トークショーなどステージイベント開催  来館者数 … １１，０００人（２日間） 

さがすたいる推進支援事業（１０月２５日～２６日） 

    主な内容 … PICFA（就労継続支援 B型。知的障害・自閉症・ダウン症などの障害のある人たちが創作活動を行う施設） 

とタイアップして巨大キャンバスに「みやき町の魅力」をテーマとしたアート作品を制作し、年齢・性別・ 

国籍・障がいの有無などに関係なく、みんなでしぜんと支え合って心地よく過ごせる佐賀らしいやさしさの 

カタチ「さがすたいる」をマルシェで実現した。完成したアート作品は、廊下やフードコートに展示した。 

来館者数 … ４，０００人（２日間） 

クリスマスイベント（１２月２０日～２１日） 

主な内容 … 中庭ステージでのクリスマスライブ、クリスマスマーケット等 昼夜２部構成で実施 

来館者数 ７，０００人（２日間） 

  他のイベント（７月１９日～２０日、９月２７日～２８日、１１月２２日～２３日、３月７日～８日） 

    主な内容 … 本町や佐賀県にゆかりがある著名人の講演会等 

    来場者数 … ２３，０００人（８日間） 

 

※年間来館者数 …４７５，０００人、イベント時来館者数合計 …４５，０００人 
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【主要事業：健幸大学開催事業】 

〔目的〕 

「健幸長寿のまち」の実践事業として、町内６０歳以上を対象とした健康意識の向上を目的とした学びの場を創出する。 

講座の実施にあたっては、連携大学・テナント事業者・地域医療等と連携し、幅広いテーマを盛り込んだカリキュラムを構築

する。また、受講者の健康増進度を図るため血液検査等を実施し、受講前と受講後のデータを比較し、蓄積することで今後の

健康施策につなげる。 

〔事業内容〕 

開催期間 … 令和７年９月～１２月 ※５０分×５２回 

講師 … 町内医療従事者、メディカルコミュニティセンターテナント関係者、町保健師、大学講師陣など 

定員 … ５０人  参加費 … ２，０００円 

〔令和７年度実績〕 

修了者数 … ３５人 

 

保健衛生施設費 － Ｂ＆Ｇ海洋センター管理費                         決算額 ５１，２４１千円 

 

北茂安Ｂ＆Ｇ海洋センター（温水プール）の施設維持管理を行う。 

開館時間 ： 火曜～土曜日 ９時３０分～２１時００分、日曜日 １０時００分～１８時００分 

休館日 ： 月曜日、１２月３１日～１月３日、その他施設管理上必要と認める日 

〔令和７年度実績〕 

利用者合計人数 ７４，０００人 

  施設改修工事実績 

プール循環ろ過槽取替工事… 工期 令和７年８月５日～８月２９日、契約金額 １，０７３，６００円 

26



 

 

【社会教育課 社会体育担当】 

 

 

○ みやき町多目的人工芝グラウンド等整備事業                     決算額 ７６６，８２３千円 

 

多目的人工芝グラウンド（人工芝メイングラウンド１面、サブグラウンドクレーコート１面、夜間照明、管理棟、駐車場）及び

調整池の整備を行った。 
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基本目標４　

令 和 7 年 度

主 要 施 策 の 成 果 報 告 書

『 暮らしを支える産業が伸びゆくまち 』
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【農林課】

◎さが園芸生産８８８億円支援事業費補助金

◎多面的機能支払交付金（農地・水・環境）

◎地域農業水利施設整備事業費補助金

◎遊具大規模修繕工事

・２３公園　　２７基の遊具修繕

　地区公園５７箇所の遊具の安全性を図るため、前年度の遊具保守点検結果に基づき修理や更新が必要とされる遊具の修繕工

事を実施した。

決算額　１２６，６４２千円　

決算額　８１，４９１千円　

　農地や農業用水路及び農道補修等、地域ぐるみでの農地や農道・農業水路を守る効果の高い共同活動及び老朽化が進む農地

周りの水路等の施設の長寿命化への取組支援を行った。

　革新的技術の導入による収量・品質の飛躍的向上、及び省エネ・省力化技術の普及などを進めるとともに、新規就農者や規

模拡大を志向する経営体を育成することにより、収益性の高い園芸農業を確立していくために、必要な施設・機械等の整備を

図ることに対し補助金を交付した。

決算額　５，５６４千円　

　主な活動実績として、

　農地維持活動や共同活動では、①施設の共同点検作業、機能診断、計画策定、②農道及び水路の路肩、法面の共同草刈作

業、③水路内の水草除去、泥土上げ、ゴミ拾い、④農道及び水路、ため池の法面の初期補修、⑤土地改良施設(水門、水管橋)

の塗装、⑥外来種の駆除、水質調査、施設への植花等が実施された。　また施設の長寿命化対策では、水路の木柵による護岸

整備及び農道の舗装整備が実施された。さらに１４活動組織において「田んぼダム」に取り組まれた。

・いちごハウス ３戸　３５．２ａ　・花き省力防除機械装置　１戸

・制水門１箇所　　パイプライン　３箇所

決算額　３，７４９千円　

　農業用施設の有効活用、長寿命化及び維持管理コストの低減を図るため、土地改良区で取り組まれている国の補助事業であ

る地域農業水利施設ストックマネジメント事業に対して、事業費の17.5%の補助金を交付した。
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【産業支援課】 

 

◎ 有機農業産地づくり推進事業費 

○ 有機農業産地づくり推進事業費                              決算額 ７，５２３千円 

   「みやき上峰有機農業推進協議会」を発足し、国の「みどりの食料システム戦略推進交付金（有機農業産地づくり推進事業）  

を活用し、有機栽培技術の講習会や消費啓発のために、オーガニックをテーマとした講演会の開催、有機または無農薬の食材

を使った料理教室を開催した。（２年目） 

   ・有機農業推進協議会負担金：7,523 千円 

 

◎ 商工業務 

○ 商工業務                                       決算額 ５９，０５５千円 

   消費生活に関する被害者の救済や被害予防及び相談体制の充実、町内商工業の振興、新事業創出促進・地域商工振興・雇用 

  促進を目的とした各種事業を展開した。 

   ・消費生活相談事業：1,766千円（相談件数：87件【うち新規相談件数 87件】）  

   ・商工会補助金：14,000 千円 

   ・中小企業小口資金融資事業：22,665千円 

   ・ものづくり事業補助金：13,045千円（酵母うなぎ蒲焼製造所設立） 

   ・ＪＲ博多シティイベント参加負担金：2,500 千円（佐賀東部４町ファミリーフェス） 
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基本目標５　

　

令 和 7 年 度

主 要 施 策 の 成 果 報 告 書

『 心豊かで多様性のあるまち 』
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【社会教育課　社会教育担当】

　◎社会教育関係

　　○まちづくりいきいき女性クラブ事業 決算額 ３，１３２千円

　　○町内遺跡調査事業 決算額 ９，６３４千円　

　　○受託による発掘調査及び整理作業事業 決算額 ４，３０３千円　

　地域住民の交流を図り親睦と連携を強化するとともに、地域が一体となりともに支えあう福祉社会の形成及び女性の視点に
立った魅力ある住みよいまちづくりの実現を図るため、各行政区に任意でまちづくりいきいき女性クラブ地区推進員を設置し、
自主的な活動を実施する地区に対して推進事業費助成金を交付した。令和７年度は新設地区が１地区あり、町全体の推進員設置
地区数は昨年度より１地区１名増の４４地区であった。

推進員設置状況
　　・中原校区１３地区１６名　・北茂安校区１６地区１７名　・三根校区１５地区１５名　　計４４地区 ４８名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地区推進員報酬　　　　１，６６６千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地区推進事業費助成金　１，４６６千円

　令和７年度は４９地点において確認調査を実施し、１５地点で遺跡を確認した。また令和６年度に実施した確認調査につい
て、整理作業及び報告書の刊行を行った。町指定史跡中津隈宝満神社境内前方後円墳については詳細遺構調査を実施し、古墳及
び周辺部の地中の状況を調査した。

　原古賀一本谷遺跡５区の本発掘調査を実施した。西尾城跡１区の整理作業、原古賀六本黒木遺跡５区、大園遺跡６区について
整理作業と報告書を作成した。原古賀一本谷遺跡では、主に奈良時代から平安時代の掘立柱建物跡や土師器や須恵器などが出土
した。遺跡の測量と遺物の実測及びデジタルトレース作業は業者に委託した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原古賀一本谷遺跡５区発掘調査事業　　１，２６４千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大園遺跡６区整理事業　　　　　　　　１，００８千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　西尾城跡１区整理事業　　　　　　　　　　８８３千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原古賀六本黒木遺跡５区整理事業　 　 １，１４８千円
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基本目標６　

令 和 7 年 度

主 要 施 策 の 成 果 報 告 書

『 活力にあふれた多様な交流がうまれるまち 』
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【防災安全課】 

 

◎国土調査事業                                       決算額 １９，０３７千円 

  国土調査事業は、航測法による調査を行い、山田・香田地区の一部１．１０ｋ㎡（１１０ｈａ）の地籍調査を実施した。 
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【住民環境課　環境衛生担当】

◎ごみ処理事業 決算額 ３４０，９７９千円

〇ごみ処理事業

家庭から排出されるごみを委託業者により収集・運搬し、佐賀県東部環境施設組合にて適正に処理する

ほか、ごみステーションの平準化と、鳥獣被害によるごみの散乱を防止するために、希望する地区に対

してダストボックスを供与し、環境美化の推進を図り、生活環境の保全に努めた。

・一般廃棄物収集運搬業務委託 委託金額　１４３，４１１，４００円

中原校区　　　　　　委託金額　　　　　４０，４２０，６００円

北茂安校区　  　　　委託金額　　　　　６２，１８８，５００円

三根校区　　　　　　委託金額　　　　　４０，１０９，３００円

臨時粗大ごみ収集運搬委託　　　　実績金額（単価実績）　　６９３，０００円

・可燃ごみ　３，９０８ｔ　　・不燃ごみ　５３ｔ　　・粗大ごみ　９０８ｔ　　・資源ごみ　３０３ｔ

・鳥栖・三養基西部環境施設組合負担金 負担金額　２３，６４１，０００円

・佐賀県東部環境施設組合負担金 負担金額　 １５３，９６９，０００円
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【建設課】 

 

◎道路橋りょう費 

 

○道路橋りょう維持費                                  決算額 １２６，９５０千円 

   日常生活の基盤となる町道の維持管理、町道沿い除草作業の地区への委託や高木伐採、道路台帳の整備等を行った。 

                   

   町道維持管理委託(５３地区) 、高木伐採業務委託(５件) 

セットバック測量委託(２件)、道路台帳整備            委託料           １９，２０５千円 

   町道維持補修工事(５３箇所)                     工事請負費        １０７，７４５千円 

 

○道路橋りょう新設改良費                                決算額 ４７５，３９６千円 

   まちづくり環境整備の一環で道路の改良及び水路整備を実施した。 

 

  （道路メンテナンス事業） 

   ・橋梁定期点検業務委託（他３件） 委託料           ６７，１３８千円 

   ・橋梁架替事業 下部工・旧橋撤去（石井橋） 工事請負費         ７９，７９３千円 

 

（単独事業） 

・原古賀住宅線用地取得に伴う分筆測量業務委託（他２件） 委託料            １，０５９千円 

   ・中原板部線道路新設工事（他２２件） 工事請負費        ２６３，０４３千円 

   ・原古賀住宅線道路用地買収（他３事業、地権者４名） 公有財産購入費       １０，５７８千円 

   ・石井橋架替事業に伴う電柱移設工事補償（他６事業） 補償補填及び賠償金      ８，３０３千円 

・生活道路整備補助金（５件）                  負担金補助及び交付金     ６，８２９千円 

 

  （公共施設等適正管理推進事業債事業） 

   ・新村新町線舗装補修工事 工事請負費         ３８，６５３千円 
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【まちづくり課】 

 

○通学支援バス運行事業                                  決算額 ２３，６７８千円 

通学の安全確保及び高校進学時に進路の選択肢の拡大を目的として、三根校区からＪＲ中原駅までを結ぶルートのバス運行

を行った。 

内訳：（有）ジョイックス交通 23,678,054円（他事業関連支出 工事請負費 121,000円） 

 

○交通空白解消緊急対策事業業務委託料                           決算額  ４，６７５千円 

   町内における交通空白を解消するため、デマンド交通などを含めた公共交通の再編に向けた分析・調査を行った。 

内訳：日本工営㈱ 佐賀事務所 4,675,000円 

 

 ○コミュニティバス運行事業                                決算額 １９，５７２千円 

町内を循環するコミュニティバス５路線､①中央線、②中原線、③北茂安線、④三根東線、⑤三根西線及び学童輸送の有償運

行を行った。 

内訳：鳥栖構内タクシー 19,572,000円 

 

○地域バス対策事業                                    決算額 １０，７０４千円 

地域住民の日常生活を支える公共機関(路線バス)の運行維持に対し、鳥栖～神埼線、綾部線、江見線、神埼線の４系統の運

行費用の一部を、関係市町の負担割合によって負担し、路線の維持を確保した。 

内訳：①鳥栖～神埼線 2,979,000円 ②綾部線 7,725,000円 ③江見線 0円 ④神埼線 0円 

 

○高齢者等外出支援タクシー助成事業                            決算額 １４，３１２千円 

町内に居住する高齢者等がタクシーを活用し、外出機会の創出及び利用者の負担額の軽減を図り、日常生活の利便性の向上

に資することを目的として、利用するタクシー料金の一部を助成する事業を行った。 

高齢者等外出支援タクシー助成 14,312,000 円（他事業関係支出 消耗品 7,260 円、印刷製本費 235,400 通信運搬費

73,412円） 
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【下水道課】 

 

 下水道事業は、快適な居住環境の確保、公共用水域の水質保全などを目的とした町民生活において、必要不可欠な都市基盤整備

として取り組んでおり、令和７年度末の公共下水道事業（特定環境保全公共下水道事業を含む）の整備面積は、前年度比５ha拡大

して４０３haとなり、普及面積は７２．８％となった。 

 また、令和６年度から継続事業にて実施した浄化センター水処理棟建設工事（７・８系統）は、令和７年度で完了した。 

 公共下水道事業及び農業集落排水事業の区域を除く全域を浄化槽整備区域とし、平成２８年度からＰＦＩ事業により市町村設置

型浄化槽整備事業を実施している。令和７年度は、合併浄化槽の新設４８基、既存槽の寄附１２基となり、設置累計８６６基、寄

附累計６３５基、管理基数１，５０１基となった。 

 

＜公共下水道事業＞ 
 

◎管路建設改良費（委託料・補償補てん及び賠償金、工事請負費）              決算額 ５７４，２３１千円 
  

 〇委託料（４件）                                         ６７，６５２千円 

・長崎本線 肥前麓・中原間 北浦踏切 管路築造工事に伴う詳細設計 他 
 

 〇補償補てん及び賠償金（４件）                                 ４８，０４４千円 

  ・公共下水道西寄地区汚水管築造工事（その１）に伴う配水管布設替工事 他 
 

 〇工事請負費（２２件）                                    ４５８，５３５千円 

  ・公共下水道西寄地区汚水管築造工事（１工区） 他 

 

◎処理場建設改良費                                   決算額 ４６１，１２０千円 
 

 〇委託料（２件）                                         ９，２４０千円 

  ・浄化センター水処理棟建設工事（７・８系列）施工監理業務委託 他 
  

 〇工事請負費（２件）                                     ４５１，８８０千円 

  ・浄化センター水処理棟建設工事（７・８系列） 他 
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＜浄化槽事業＞ 

 

◎処理場建設改良費                                    決算額  １，３７１千円 

  

 ○工事請負費                                           １，３７１千円 

  ・浄化槽放流管施工費、単独浄化槽撤去工事、汲取槽撤去工事 

 

◎有形固定資産購入費                                   決算額 ６８，５３５千円 
  

 〇浄化槽購入費                                          ６８，５３５千円 
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基本目標７　

　

令 和 7 年 度

主 要 施 策 の 成 果 報 告 書

『 計画推進のために 』
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【情報未来課 情報担当】 

 

◎情報管理費 決算額 ２６８，９８１千円 

基幹系及び情報系システム等が安全・安心に運用できるように適切な維持運営を行うことにより、住民サービスの向上に努

める。 

 

庁内ＬＡＮシステム保守料 ２，５８８，０８０円 

庁内端末更新作業委託料 ４，５６５，０００円 

システム改修業務委託料 １，９００，８００円 

デジタル基盤改革整備支援事業システム整備委託 ８２，２３４，９００円 

議事録作成支援ツール利用料 １，１８８，０００円 

基幹系システムクラウド利用料 ９３，２６８，２０７円 

情報系システムハウジング費用 ２，６９２，８００円 

情報系システムクラウド利用料 ２８，１１４，６８０円 

情報系端末賃借料 １０，７０２，４２８円 

ＷＥＢサービス利用料 ４０６，５０４円 

情報系ネットワーク機器賃借料 ４，２６８，８８０円 

次期無線ＬＡＮ利用料 ８，６５７，８８０円 
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◎DX 推進事業費 決算額 １０，７３２千円 

デジタルツールを活用した DX の推進により、住民サービスの向上及び行政事務の効率化・高度化を推進する。 

 

統合型ＧＩＳ利用料 ３，４２１，０００円 

ＢＩツール利用料 １，９８０，０００円 

ＷＥＢサービス利用料 １，１２４，６４０円 

広報デジタルツール機能拡張利用料 １，０５６，０００円 

読み上げツール利用料 ４９５，０００円 

生成ＡＩサービス利用料  １，６４７，３６０円 

 

42



【財政課】
○令和７年度地方財政状況調査（普通会計ベース）決算状況 （単位:千円、％）

3,088,984 2,886,868 202,116 7.0

97,370 96,136 1,234 1.3

830,255 772,597 57,658 7.5

709,890 657,359 52,531 8.0

37,645 150,314 ▲ 112,669 ▲ 75.0

4,674,123 4,432,462 241,661 5.5

363,983 364,418 ▲ 435 ▲ 0.1

2,879,184 2,500,915 378,269 15.1

1,392,264 1,346,357 45,907 3.4

4,450,220 4,729,025 ▲ 278,805 ▲ 5.9

803,328 724,166 79,162 10.9

778,400 451,384 327,016 72.4

0 21,984 ▲ 21,984 ▲ 100.0

3,048,515 5,565,506 ▲ 2,516,991 ▲ 45.2

22,444,271 24,020,148 ▲ 1,575,877 ▲ 6.6

　 ※（　　）内の数値は、対前年度増減額となっています。

県 支 出 金

繰 入 金

繰 越 金

地 方 債

地 方 税

うち 地方 消費 税交 付金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

使 用 料 ・ 手 数 料

国 庫 支 出 金

収 入 の 状 況
令和７年度
（Ａ）

【減の要因】 　繰入金でふるさと寄附金基金繰入金等の減による（▲278,805千円）、その他の収入でふるさと寄附金の減等による（▲
2,516,991千円）等により減となった。

そ の 他 の 収 入

合　　　　計

【特徴】 　普通交付税の合併算定替による特例期間が令和元年度にて終了となり、一本算定となって6年目である令和7年度の
歳入決算額は22,444,271千円、前年度から1,575,877千円、6.6％の減となった。減となった主な要因としては、ふるさと寄
附金の減となっている。
　なお、合併特例債償還財源として、財政計画に沿って減債基金からの繰入を行った。

【増の要因】 　地方税で町民税、固定資産税の増等による（202,116千円）、地方交付税で普通交付税の再算定等による（241,661千
円）、国庫支出金で児童手当保護等負担金の増等による（378,269千円）、地方債で多目的人工芝グラウンド等整備事業
債の増等による（327,016千円）等により増となった。

令和６年度
（Ｂ）

増　減　額
(Ａ)－(Ｂ)

対前年度
伸　　率

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

地 方 譲 与 税

各 種 交 付 金
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7,989,608 7,550,416 439,192 5.8
2,511,797 2,367,102 144,695 6.1
1,315,075 1,283,423 31,652 2.5

うち基本給 856,359 847,496 8,863 1.0
うちその他手当 458,716 435,927 22,789 5.2

132,117 154,637 ▲ 22,520 ▲ 14.6
3,935,403 3,674,076 261,327 7.1
1,542,408 1,509,238 33,170 2.2
2,275,915 1,325,464 950,451 71.7
2,234,387 1,292,837 941,550 72.8

741,925 400,147 341,778 85.4
1,491,089 887,540 603,549 68.0

11,510,937 14,340,940 ▲ 2,830,003 ▲ 19.7
4,228,358 4,696,407 ▲ 468,049 ▲ 10.0
2,354,191 2,336,645 17,546 0.8
3,487,242 5,906,395 ▲ 2,419,153 ▲ 41.0

25,000 25,000 0 0.0
1,272,221 1,259,991 12,230 1.0

21,776,460 23,216,820 ▲ 1,440,360 ▲ 6.2

【扶助費】

【投資的経費】

【物件費】

【積立金】

　 ※（　　）内の数値は、対前年度増減額となっています。

対前年度
伸　　率

人　件　費
うち職員給

うち退職金
扶　助　費
公　債　費

義　務　的　経　費　

性 質 別 歳 出 の 状 況
令和７年度

（Ａ）
令和６年度

（Ａ）
増　減　額
(Ａ)－(Ｂ)

投　資　的　経　費
普通建設事業費

うち補助事業費
うち単独事業費

そ の 他 の 経 費
うち物件費
うち補助費等
うち積立金
うち貸付金
うち繰出金

　積立金は、教育施設整備基金積立金（71,805千円）、減債基金積立金（24,720千円）等が増となった一方で、ふるさと寄附金基
金積立金 （▲2,089,090千円）、財政調整基金積立金（ ▲24,737千円）等の減により、全体として2,419,153千円の減となった。

合　　　計

【特徴】 　歳出決算額は21,776,460千円で、前年度から1,440,360千円、6.2％の減となった。減となった主な要因としては、ふるさと寄附
金事業に係る返礼品代・事務費等の減による物件費の減及びふるさと寄附金基金への積立金の減などとなっている。

　扶助費は、児童手当（138,095千円）、障害児給付費（63,644千円）、子どものための教育・保育給付費負担金（62,289千円）等
の増により、全体で261,327千円の増となった。

　投資的経費は、補助事業で多目的人工芝グラウンド及び調整池等整備費（239,557千円）、トイレトレーラー等購入費（62,510千
円）、まちづくり道路改良工事（道路メンテナンス事業）（45,700千円）等の増により、341,778千円の増、単独事業で多目的人工芝
グラウンド及び調整池等施設購入費（351,810千円）、まちづくり道路改良工事（町単独事業費）（81,305千円）、株式会社リバーサ
イド三根財産購入費（191,455千円））等の増により603,549千円の増、全体として950,451千円の増となった。

　物件費は、一般廃棄物収集運搬委託料（3,251千円）、電子マネー応援クーポン事業（12,452千円）等が増となった一方で、ふ
るさと寄附金謝礼（▲173,137千円）、ふるさと寄附金返礼品配送料（▲238,215千円）、インターネットサイト等利用料（▲266,774
千円）等の減により、全体として468,049千円の減となった。
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○決算の指標

うち人件費 うち補助費等 うち公債費
項　目 財政力指数 経常収支比率 経常一般財源等

8,245,497千円

令和７年度 0.42 98.8% 26.1% 16.2% 17.4% 8,609,630千円

令和６年度 0.42 98.5% 26.0% 15.4% 17.9%

　財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、98.8％、対前年度比0.3ポイントの増となった。
　歳入における経常一般財源等は、地方特例交付金（▲112,669千円）等が減となった一方で、普通交付税（232,497千円）、地方税
（202,116千円）、地方消費税交付金（52,531千円）等の増により、対前年度364,133千円増の8,609,630千円となった。
　一方、歳出充当では物件費（▲18,295千円）が減となった一方で、人件費（101,035千円）、扶助費（85,999千円）、補助費等
（123,558千円）、繰出金（40,548千円）等の増により、経常一般財源等充当経費全体で対前年度比385,923千円の増となった。
　合併特例措置の段階的縮減が令和元年度をもって終了し、令和2年度より一本算定となったため、合併特例債及びその他の町債の償
還に備え計画的に積立ててきた減債基金の繰入を継続し、また、硬直化した事業の廃止・縮減等の見直しを検討していく。

項　目 実質収支比率 公債費負担比率
実質公債費比率
(３ヵ年平均)

将来負担比率 基金現在高 地方債現在高

令和６年度 7.8% 13.2% 9.8% － 13,040,802千円 13,559,317千円

12,846,885千円

項　目 標準財政規模 市町村税徴収率 備　　　　　　　考

令和７年度 5.7% 13.3% 9.7% 8.4% 12,089,994千円

令和６年度 8,172,292千円 99.3% ・普通会計ベースによる指標。
　（一般会計、グリーンパーク特会、ふるさと特会）
・基金現在高は、財調、減債、その他特定目的基金のみ。令和７年度 8,456,115千円 99.2%
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○地方消費税交付金（社会保障財源化分）の充当状況

１．

２． 【歳入】 地方消費税交付金（社会保障財源化分）　　　 千円

【歳出】 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 千円

目 的 　地方消費税率の引上げによる引き上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）については、社会保障４経
費（制度として確立された「年金」、「医療」及び「介護」の社会保障給付並びに「少子化」に対処するための
施策に要する経費）及びその他の社会保障施策（社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する施策）に要する経費
に充てるものとされています（根拠法令：消費税法第１条第２項、地方税法第72条の116第２項）。
以上の趣旨を踏まえ、令和７年度一般会計決算における社会保障施策に要する経費への充当状況を報告します。

事 業 内 容

区　　分 事　　　業　　　名
全　体
事業費

財　　源　　内　　訳

特　定　財　源 一 般 財 源

国 ・ 県 地 方 債 そ の 他
社会保障財源
化分の地方消
費税交付金

一般財源

390,149

5,927,606

社会保障４経費
その他の社会保
障施策に要する

経費

社会福祉

社会福祉費 59,819 4,063 0 1,236 8,008 46,512

老人福祉費 263,211 6,922 0 103,498 22,445 130,346

352,279

子ども・子育て事業費 2,584,207 1,582,089 0 166,757 122,711 712,650

障害者福祉費 1,496,695 1,071,370 0 12,387 60,659

325,738 0 0 0 47,850 277,888

1,241,787

社会保険

国民健康保険事業費 165,806 107,187 0 0 8,611 50,008

介護保険事業費

小　計 4,403,932 2,664,444 0 283,878 213,823

417,059

国民年金事業費 0 0 0 0 0

279,056

0

後期高齢者医療事業費 572,816 83,943 0 0 71,814

172,612 4,733 0 13,271 22,711 131,897

744,955小　計 1,064,360 191,130 0 0 128,275

124,983 482 0 76,044 7,119 41,338

母子衛生費 70,605 36,367 0 0 5,029

合　　　計 5,927,606 2,897,285 0 374,374 390,149 2,265,798

小　計 459,314 41,711 0 90,496 48,051

保健衛生

保健衛生総務費 91,114 129 0 1,181 13,192 76,612

予防費

29,209

保健衛生施設費

※社会保障財源化分の地方消費税交付金は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分し、充当しております。　　
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○物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業の実施状況

１．

２． 【歳入】 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 千円

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（R6⇒R7繰越分） 千円

【歳出】 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業 千円

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業（R6⇒R7繰越分） 千円

（単位：千円）

0

目 的 　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者に対し、地方公共団体が地域の実情に合
わせて必要な支援をきめ細やかに実施することを目的に交付された物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金に
ついて、令和７年度一般会計決算における実施状況を報告します。

事 業 内 容

事　業　名 事業費

財源内訳

特定財源
一般財源

臨時交付金 その他

104,852

185,342

171,392

220,762

【物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業】

　　・物価高騰対応重点支援臨時給付金事業（住民税非課税等） 80,271 80,271 0 0

0 2

　　・物価高騰対応重点支援臨時給付金事業（電子マネー応援クーポン） 89,589 80,998 0

　　・物価高騰対応重点支援臨時給付金事業（不足額給付） 115,237 115,235

8,591

93,367

合　　計 392,154 290,194 93,367

　　・物価高騰対応重点支援臨時給付金事業（学校給食費負担軽減補助） 107,057 13,690

8,593
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【税務課】

◎町税の状況

調定額 収入額 率(％) 調定額 収入額 率(％) 調定額 収入額 率(％)

1,054,993,619 1,045,198,289 99.07 1,000,996,973 993,068,965 99.21 1,153,073,837 1,141,493,309 98.98

22,098,906 7,890,772 35.71 23,215,836 9,913,102 42.70 21,377,658 8,419,671 39.35

1,077,092,525 1,053,089,061 97.77 1,024,212,809 1,002,982,067 97.93 1,174,451,495 1,149,912,980 97.90

118,640,620 118,111,020 99.55 128,298,060 127,622,260 99.47 133,101,500 133,726,400 99.53

652,500 43,300 6.64 1,138,800 203,700 17.89 1,517,100 184,200 12.14

119,293,120 118,154,320 99.05 129,436,860 127,825,960 98.76 134,618,600 133,910,600 98.54

1,196,385,645 1,171,243,381 97.90 1,153,649,669 1,130,808,027 98.02 1,309,070,095 1,283,823,580 98.07

調定額 収入額 率(％) 調定額 収入額 率(％) 調定額 収入額 率(％)

1,352,701,000 1,342,051,700 99.21 1,408,413,800 1,398,104,632 99.27 1,454,174,700 1,443,188,500 99.23

23,802,108 7,964,304 33.46 25,517,704 8,071,795 31.63 26,957,010 9,697,253 35.45

1,376,503,108 1,350,016,004 98.08 1,433,931,504 1,406,176,427 98.06 1,481,131,710 1,452,885,753 98.07

1,010,600 1,010,600 100.00 1,010,600 1,010,600 100.00 926,800 926,800 100.00

1,377,513,708 1,351,026,604 98.08 1,434,942,104 1,407,187,027 98.07 1,482,058,510 1,453,812,553 98.09

調定額 収入額 率(％) 調定額 収入額 率(％) 調定額 収入額 率(％)

105,882,700 104,769,200 98.95 108,041,300 106,873,400 98.92 109,879,000 108,664,841 98.89

3,630,233 682,300 18.79 3,864,233 861,200 22.29 3,955,600 1,124,000 28.42

109,512,933 105,451,500 96.29 111,905,533 107,734,600 96.27 113,834,600 109,788,841 96.44

3,826,100 3,826,100 100.00 5,005,500 5,005,500 100.00 6,128,600 6,128,600 100.00

113,339,033 109,277,600 96.42 116,911,033 112,740,100 96.43 119,963,200 115,917,441 96.63

調定額 収入額 率(％) 調定額 収入額 率(％) 調定額 収入額 率(％)

248,414,963 248,414,963 100.00 236,133,058 236,133,058 100.00 235,430,684 235,430,684 100.00

調定額 収入額 率(％) 調定額 収入額 率(％) 調定額 収入額 率(％)

2,885,469,602 2,863,381,872 99.23 2,887,899,291 2,867,818,415 99.30 3,092,715,121 3,069,559,134 99.20

50,183,747 16,580,676 33.04 53,736,573 19,049,797 35.45 53,807,368 19,425,124 35.83

2,935,653,349 2,879,962,548 98.10 2,941,635,864 2,886,868,212 98.14 3,146,522,489 3,088,984,258 98.12

※率（％）は収入額から還付未済額を差し引いた純収入額により算定

総合計

合計

町たばこ税

町たばこ税

一般会計

総
計

現年課税分

滞納繰越分

固定資産税

合計

軽自動車税
軽
自
動
車
税

区　　分

町民税

滞納繰越分

計

現年課税分

合計

法
人

滞納繰越分

計

個
人

現年課税分

滞納繰越分

計

環境性能割

固
定
資
産
税

現年課税分

滞納繰越分

計

国有資産交付金

現年課税分

　　(単位：円）

R6

　　(単位：円）

R7

　町税収入の確保については、適宜適正な納税の推進に努めているところです。その方法としては金融機関での口座振替、納税義務者との協議
による月極め納税方法の採用などにより、町税収入の確保を図り、滞納税の発生をできるだけ少なくするよう努めています。
　滞納税の減少対策としては、前述の諸対策のほか、督促状の送付、納税相談の実施、電話催告、臨戸徴収の実施等を行うほか、預金、給与等
の差押による徴収を実施しました。その結果、令和7年度の町税の徴収状況は下表のとおりとなっています。

　　(単位：円）

R5
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令和7年度　不納欠損年度別税目一覧

H11

H12

H13

H14

H20

H21

H22

H23

H24

H25

H26

H27

H28

H29

H30

H31

R 2

R 3

R 4

R 5

R 6

合計

年度
住民税

固定資産税 軽自動車税 国保税普徴 合計
普徴 特徴 法人

329,400

0 0 0 56,000 25,600 192,000 273,600

0 0 0 38,000 0 291,400

665,300

0 0 0 80,800 32,800 0 113,600

0 0 0 123,400 44,000 497,900

100,000

15,700 0 0 122,300 51,200 96,400 285,600

2,000 0 0 66,000 0 32,000

350,000

4,800 0 0 123,800 54,400 97,000 280,000

31,700 0 0 123,100 51,200 144,000

259,336

4,700 0 0 107,300 40,000 0 152,000

4,500 0 0 107,300 54,400 93,136

139,100

0 0 0 90,400 0 48,000 138,400

0 0 0 95,900 22,000 21,200

235,200

489,450 0 0 97,300 89,400 131,200 807,350

7,600 0 0 97,800 57,600 72,200

272,997

87,400 37,600 0 77,500 89,700 114,800 407,000

5,500 12,000 0 76,397 109,500 69,600

2,807,487

56,500 135,405 0 68,200 14,000 284,100 558,205

615,900 192,387 0 643,400 192,700 1,163,100

129,486

0 58,103 0 30,945 0 0 89,048

0 35,286 0 20,200 8,000 66,000

18,000

1,325,750 470,781 0 2,264,042 936,500 3,414,036 8,411,109

0 0 0 18,000 0 0
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令和7年度　不納欠損事由（地方税法第15条の7及び第18条の消滅時効）

金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数

A：生活困窮 26,000 2 0 0 0 0 113,800 22 26,100 3 2,636 1 168,536 28

B：無財産等 532,750 3 104,500 8 0 0 238,000 30 22,100 3 424,900 16 1,322,250 60

C：所在不明 370,600 19 102,700 13 0 0 102,600 22 27,800 3 176,300 25 780,000 82

D：事業不振 0 0 0 0 0 0 35,800 4 0 0 0 0 35,800 4

E1：執行停止1号 85,400 22 263,581 26 0 0 1,586,645 67 836,100 103 1,949,200 126 4,720,926 344

E２：執行停止2号 311,000 11 0 0 0 0 187,197 20 24,400 6 861,000 32 1,383,597 69

E３：執行停止3号 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 1,325,750 57 470,781 47 0 0 2,264,042 165 936,500 118 3,414,036 200 8,411,109 587

国民健康保険税 合計
欠損事由

住民税（普徴） 住民税（特徴） 法人住民税 固定資産税 軽自動車税
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